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　秋は大雨や台風による災害が多くなる季節。被害に遭わないか不安に思うの　に乗じ
て、リフォーム業者が突然訪問し「自宅の点検をしないか」「火災保険を使って修理しな
いか」などと言われお願いしたところ後でトラブルになる、という相談が寄せられています。
事�例①　「近くで工事をしている」という業者が来て、「お宅の屋根が傷んでいるよう
に見えたので、ついでに点検しますか？」と言われて頼んだ。業者に「このままで
は雨漏りする」と言われ、すぐに契約したが、後で必要のない契約だと分かった。
⇒訪問販売は、不意打ち性が高く、冷静な判断ができずに契約に至ってしまうケースが
あります。業者に急かされてもすぐには契約せず、複数の業者から見積もりをとりましょ
う。修理や工事をする際は、家族等に相談し、本当に必要な契約か比較検討しましょう。
事�例②　「火災保険を使って屋根の修理をしないか」と業者が訪れ、「保険の範囲内で

修理する、自己負担はない」と言われ契約した。保険会社には、２年前の台風で壊
れたと言うように指示され困った。
⇒経年劣化した部分の修理は、火災保険の保険金は支給されません。保険会社に申請
する際に、業者が関わっていることを隠すようにとか、嘘の説明をするように言われ
た時は、きっぱりと断りましょう。
事�例③　独り暮らしの高齢の父が、外壁工事の契約をしていた。父は認知症があり、
契約時のことをよく覚えていない。
⇒コロナ禍で、離れて暮らす父母等と疎遠になりがちです。こまめに連絡を取り、不
審な契約がないか注意しましょう。
　訪問販売で契約した場合、契約から８日間はクーリング・オフ（頭を冷やして考え
る期間）ができます。クーリング・オフ期間が経過しても、おかしい、納得できない
と思った場合には、消費生活センターに相談しましょう！
　消費生活センター（本庁舎2階）☎（23）８８９９ ／ FAX（23）８８２０

悪質な点検商法に注意！

１　職員数に関する状況　部門別職員数の状況と主な増減理由

２　職員の給与に関する状況
 （１）　人件費の状況（普通会計決算）

 　　　　※�人件費（B）には、職員給料・手当のほか、事業費支弁職員人件費、議員、各種委員、
特別職の給与、報酬が含まれています。　

 （２）　職員給与費の状況（普通会計予算）

 （３）　職員の平均給料月額及び平均年齢（令和３年４月１日現在）

  　　　※ 1．�一般行政職とは、戸籍、年金等の受付や福祉、経理等の業務に従事する事務職員と
土木建築等の設計監理業務などに従事する技術職員です。

　　　　   2．技能労務職とは、自動車運転手、用務員や道路補修作業員などです。
 （４）　職員の初任給の状況  　　　　　　　　　　（令和３年４月１日現在）

          　※�一般行政職には行政職給料表が、技能労務職には技能労務職給料表が適用され、異なっ
た給与体系になっています。

 （５）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況　　　　　　（令和３年４月１日現在）

           ※�経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をい
います。

 （６）　行政職給料表適用職員の級別職員数の状況　　　　　　（令和３年４月１日現在）

（７）　職員手当の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和３年４月１日現在）
手当の種類 支給額等

扶養手当

支給対象者
(1) 配偶者			 
(2) 満 22 歳に達する日以後の最初の３月 31 日
　　までの間にある子、孫及び弟妹
(3) 満 60 歳以上の父母及び祖父母
(4) 重度心身障がい者	
支給額（月額）

地域手当 支給対象者　全職員
支給額　（給料月額 + 管理職手当 + 扶養手当）×支給割合　支給割合は３％

住居手当

支給対象者
住宅を借り受け、月額 16,000 円を超える家賃を支払っている職員
支給額（月額）

通勤手当

支給対象者
(1) 交通機関等を利用する職員
(2) 自動車等を使用する職員
支給額（月額）

時間外
勤務手当

　正規の勤務時間を超えて勤務した職員に支給
・勤務日における時間外勤務１時間につき
	 当該職員の時間単価× 125 ／ 100	
・週休日における時間外勤務１時間につき
	 当該職員の時間単価× 135 ／ 100	
・午後 10 時から翌日の午前５時までの間である場合は、
　その割合に 100 分の 25 を加算した割合

期末手当
勤勉手当

勤勉手当の支給月数（管理監督職を除く）は、成績標準者に係るものです。	
（職制上の段階、職務の級等による加算措置有）

退職手当

定年前早期退職特例措置として、2 ～ 45％の加算があります。		
（８）　特別職の報酬等

 ※市長は平成 30 年 7 月 1 日から報酬等月額の 30％を減額しています。
 ※副市長は令和 2 年 7 月 1 日から報酬等月額の 15％を減額しています。
 ※教育長は令和 2 年 7 月 1 日から報酬等月額の１０％を減額しています。
３　公平委員会の業務の状況

（１）　勤務条件に関する措置の要求の状況　　　　該当なし
（２）　不利益処分等に関する不服申し立ての状況　該当なし
（３）　職員からの苦情の処理の状況

■栃木市人事行政の運営等の状況（概要）　栃木市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、令和２年度の栃木市の人事行政
運営等の状況について、次のとおり公表します。詳細は、市ホームページに掲載しています。　問合先　職員課　☎ (21)2351

　 　 　 　 　 区 分 
部    門

職員数 対前年 
増減数 主な増減理由2 年度 3 年度

一般行政

議会 10 10 0
総務 256 271 15 業務増
税務 66 63 ▲ 3 事務の統廃合
民生 223 223 0
衛生 71 81 10 業務増
労働 1 1 0

農林水産 56 40 ▲ 16 事務の統廃合
商工 33 37 4 業務増
土木 121 107 ▲ 14 事務の統廃合
小計 837 833 ▲ 4

特別行政
教育 171 157 ▲ 14 事務の統廃合
消防 190 192 2 業務増
小計 361 349 ▲ 12

普通会計 1,198 1,182 ▲ 16

公営企業等

水道 27 26 ▲ 1 事務の統廃合
下水道 25 23 ▲ 2 事務の統廃合
その他 64 63 ▲ 1 事務の統廃合
小計 116 112 ▲ 4

合計 1,314 1,294 ▲ 20

区分 住民基本台帳人口 
（Ｒ２年度末）

歳出額 
（A） 実質収支 人件費 

（B）
人件費率 
（B/A）

前年度 
人件費率

２年度 　　     　　人  
   157,929

　　　　 千円
89,440,884

　　　   千円 
 4,693,804

　　 　　千円  　
11,598,483

　　　   ％
 13.0

　      ％　　 
  17.3

区分 職員数 
（Ａ）

給与費 1人当たり給与費
（Ｂ / Ａ）給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ）

3 年度 1,191          千円
4,627,203

          千円
 762,237

            千円
  2,081,828

           千円
 7,471,268 

            千円
     6,273

区　分 給料月額

一般行政職 大 学 卒 182,200 円
高 校 卒 150,600 円

技能労務職 高 校 卒 143,000 円

勤続年数 支給率
自己都合 応募認定・定年

勤続 20 年  19.6695 月分  24.586875 月分 
勤続 25 年  28.0395 月分  33.27075 月分
勤続 35 年  39.7575 月分  47.709 月分
最高限度額  47.709 月分  47.709 月分

　 期末手当 勤勉手当 計
　６月期 1.275 月分 0.95 月分   2.225 月分
１２月期 1.275 月分 0.95 月分   2.225 月分

計 2.55 月分 1.90 月分  4.45 月分

交通機関等利用 55,000 円以内
自動車等使用 

（通勤距離に応じ）
2,000 円から　　

31,600 円まで　　

借　家 28,000 円以内

配 偶 者　　　　 6,500 円
子 1 人につき 10,000 円　　

父母等 1 人につき 6,500 円
満 16 歳の年度初めから満 22

歳の年度末までの子
1 人につき　

5,000 円加算

区分 報酬等月額
市長 1,020,000 円

副市長 840,000 円
教育長 680,000 円
議長 535,000 円

副議長 465,000 円
議員 420,000 円

相談処理件数 ２件 処理件数 ｌ件

　 平均給料月額 平均年齢
一般行政職 331,269 円 43.5 歳
技能労務職 297,295 円 55.4 歳

区分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 8 級 計
標 準 的 な 

職務内容 主事 主事 主任 主査 副主幹 課長 
補佐 課長 部長 　

職員数 46 222 131 294 156 83 94 19 1,045
構成比 4.4% 21.3% 12.6% 28.1% 14.9% 7.9% 9.0% 1.8% 100.0%

区　　分 経験年数 10 年 経験年数 20 年 経験年数 25 年 経験年数 30 年

一般行政職 大学卒 250,939 円 348,555 円 374,850 円 400,892 円
高校卒 － － － 357,367 円


